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本書は，早稲田大学商学部創設100周年を祝うべく，発案・企画されたものであり，
商学部の専門５系列（経営，会計，商業・貿易・金融，産業・経済，総合学際の５コー
ス）間の，また，商研と他の系列独立大学院（ファイナンス研究科，会計大学院）との
間の学問状況を相互に確認する場となし，系列間の総合研究の可能性を探ることを目的
として編まれたものである。
それゆえ，本書では，社会科学のきわめて広い領域の諸問題，しかも，各分野の最先
端のテーマが凝縮して論じられており，一個人としてこの種の書物を書評することは，
至難の業であり，能力を超えるものがあるが，書評を求められたことも一つの縁であ
り，名誉のことと考え，ベストを尽くすことにする。
まず，限られた紙幅の制約もあることではあるが，何が書かれているのかを読者に
知っていただくことも兼ね，一応簡潔に各章で論じられている内容を要約，ご披露して
おくことから始めたい。
本書は，第 部「経済はどう変わる」，第 部「産業はどう変わる」，第 部「企業は
どう変わる」，第 部「政府はどう変わる」の全４部から成っている。
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第 部は，次の三つの章を含んでいる。第１章「国際政策協調と地域経済統合」で
は，ゲーム理論に基づき国際政策協調のメリットとその可能性が考察される。自由貿易
か保護貿易かという選択を迫られ，利己心に基づく保護貿易の選択が「囚人のジレン
マ」に陥る場合，自由貿易協定の締結を通じて国際政策協調を模索することが，メリッ
トをもたらすことが明らかにされる。また，短期的な利益を求めて行動するよりも，国
際政策協調を維持することが長期的には利益をもたらし，経済厚生を高める可能性があ
ることが示される。
次に，自由貿易と保護貿易が経済厚生という視点から理論的に比較検討される。さら
に，国際政策協調の一例としての自由貿易地域の形成がいかなる経済効果を発揮しうる
かが静態的効果と動態的効果の二面から考察され，自由貿易地域の形成は，ＷＴＯが目
指す多角的な自由貿易を補完し，地域経済統合への日本の参加は，動態的な効果の発生
とともに，構造改革に有効な手段となることが明らかにされる。１人当たり所得水準や
生産構造が類似の国々において，市場規模の拡大や生産性上昇などの動態的な効果がよ
り大きく表われる傾向にあり，このような地域では，同一産業内における貿易の程度が
異なる産業間における貿易の程度を上回るという特徴をもつことから，今後，経済構造
が同質の先進国との間で自由貿易協定を締結することが，日本にとって有益となること
が示唆される。
第２章「2015年の労働市場」では，労働を供給する個々人と，生産活動のために彼等
と雇用契約を結び仕事に従事させる企業，あるいは組織との接点である「労働市場」が
とりあげられ，その長期動向あるいは構造要因を展望しながら，今後の労働市場のあり
方や問題を探ることが試みられる。労働市場を規定する構造要因として，「人口の高齢
化と少子化の影響」「競争のグローバル化と経済のサービス化」「労働法制の規制緩和」
と労働市場内部で起こっているいくつかの現象――終身雇用と手功制という伝統的雇用
形態の風化，多様化する労働者層（パートタイム労働，有期労働，業務請負など），労
働と家事の両立の可能性――が取り扱われ，それらがかかえる課題がとりあげられる。
第３章「アジア経済はどう変わる」では，成長続くアジアに目が注がれ，その高成長
の要因を世銀の分析を紹介しつつ，現在でもその分析は依然有効だとする。ただ，アジ
アが世界の成長センターとして今後も役割を担い続けるには，いくつかの克服すべき課
題があるとして，「貧困の撲滅と所得格差の縮小」と「高成長を支える政策環境をさら
57
57
川辺信雄，嶋村絋輝，山本哲三，早稲田大学商学部産業経営研究会（編著）
『成長の持続可能性―― 2015年の日本経済――』（東洋経済新報社，2005年）
に整備する必要――たとえば，国内の経済活動を制約する諸規制の緩和・廃止や貿易・
投資の一層の自由化，社会インフラや金融システムの整備等――」を説いている。より
具体的には，中国，インド，韓国，台湾，ＡＳＥＡＮが，個別に取り上げられ，「経済
連携協定」の推進と「直接投資規制の緩和や優遇」政策の有用性が論じられる。
第 部，「産業はどう変わる」は，５つの章から成る。まず，第４章「コンビニに見
る流通業の将来」では，かつての百貨店や総合スーパーを抜き，今や売上高で「小売業
日本一」の座につき，店舗数でも他を圧倒する「コンビニエンス・ストア」（コンビ
ニ）が取りあげられ，過去30年間にいかにコンビニが成長してきたかを振返ったあと，
今日それが一つの「曲がり角」にきていることを指摘する。「増店ベース」でみても，
「既存店売上高」でみても，「客数」でみても，影が見え始めているのはなぜか。それ
は，コンビニ産業の「成熟」を示しているのか。各企業は，こうした状況をどう克服し
ようとしているのか。未来のコンビニはどのようなものになるのかを考察している。特
に「人口構造の変化」で，かつての若者層を中心としたコンビニの客層が，近時大きく
変化していること，「50歳以上の顧客」が全顧客の20％を占めるまでになっていること
は，常識ではある程度理解し，日々観察していたとはいえ，統計データを伴って数値で
示されると驚くものがある。このことは，コンビニの品揃えやこれからのコンビニのあ
り方にまで影響を及ぼすとみられる。「安全・安心，健康，環境，そして楽しさ」を求
める顧客のニーズに対応してコンビニもそれぞれの地域の「生活密着型サービス」（た
とえば，高齢者向け食事の配達サービス，電話による注文受付けと商品の即日配達，さ
らには，全店にポストを設置し，集荷サービスを始めるなど）の強化を図る戦略をとり
つつある。
将来は，「生活インフラ」として，コンビニが「公共料金の料金代行徴収」をはじめ，
「電子商取引」や「金融サービス」の強化，さらには「行政サービス機能」をもかなり
代行するようになる可能性さえもち始めているとする。
つづく第５章「小規模企業から見たわが国製造業」では，しばしば近時テレビなどで
放映されることのある「特定の地域の町工場群」にスポットライトがあてられる。これ
ら町工場群に象徴される「生業の論理」で動いている産業集積に活気があり，活力のあ
る間は，わが国の産業の将来は明るいとし，数多くの事例をあたたかい目を注ぎつつ紹
介している。中小企業が企業数の大部分を占めるわが国では，これらの町工場はきわめ
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て重要であり，それらの現場に踏入って「ものづくり」の原点，「作る喜び」「熟練動
機」「生き残る技能」そして，「人間の手指でしか出せない技能」を説いているが，それ
は，まさに映像をみているかのように生き生きと描かれている。
第６章「機能主義から見た将来の金融業」。この章では，経済そのものの構造的変化
を背景にして，わが国の金融環境も近年激変しつつある姿が示される。特に1996年から
の規制緩和策である「金融ビッグバン」は，「資金運用者（投資家）・資金調達者の選択
肢の拡大」「金融仲介サービスの質の向上と競争促進」「利用しやすい多様な市場の整
備」「公正・透明な取引ルールの整備」などを改革の柱とし，それなりの実行をみては
きたものの，銀行をはじめとする金融機関のバブル崩壊による不況や不良債権処理問題
に遭遇し，金融ビッグバンが意図したわが国金融市場の飛躍的向上は頓挫状態にあると
いわざるをえないといえよう。
ところで，金融が担う機能は単純ではなく，きわめて多様な機能を持っている。具体
的にそれらは，次のようにまとめることができる。①流動性供給を含む支払い決済サー
ビス機能，②資源の配分・移転（資金仲介）機能，③リスク管理（再配分）機能，④価
格情報等の情報生産・提供機能。これらの諸機能のうち，どれを重視するか，あるいは
どのような方法でこれら諸機能を実現するかについてのあり方は，各国，各時代により
重点シフトし，変化してくるのは当然である。わが国の場合を例にとれば，主として銀
行という一金融機関が資金仲介機能を中心にこれら諸機能を統合して行ってきたところ
に特徴を有するとみられるが，果してこのような方法が普遍的に効率的であるといいう
るか。経済の内的・外的環境の変化に対して，この問題にまさに直面しているのが，わ
が国の金融業の実態といえるのではないかと説いている。
最後に，これからの金融業の将来像と関連して，ＩＴ革命，すなわち，情報処理・通
信技術の驚異的進展について一言しておかなければならない。この技術革新は，情報収
集・分析および通信コストも含めて金融取引コスト全般を急激に引き下げただけでな
く，近年の金融工学やファイナンス理論の発展と相俟って，金融の諸機能をより効率的
に満たすような新たな金融商品や取引形態を驚くべきスピードで生み出した。金融とい
う経済活動の本質が，いわば情報の生産・加工・移転にあるからである。これら多くの
金融システムの変化の中で，この章では，特に「証券化」の考え方に注目が置かれる。
金融機能の分解（アンバンドリング）・再統合（リバンドリング）を意味する「証券
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化」は，銀行，証券や保険会社という金融機関の従来型の業態を，それらが果してきた
諸機能をいったん分解，あるいは独立化（あるいは，モジュール化）したうえで，新た
にそれらを組み換え，再編成（コーディネート，あるいはネットワーク化）することを
意味しており，さらには，これに応えうる新たな金融機関の出現も予想させるものがあ
ると説いている。
それゆえ，従来の金融モデルで培われ，馴染んできた金融機関の経営意識を転換さ
せ，「マーケティング」の視点から改めて捉え直すことが今後一層重要となると結んで
いる。
第７章「保険業界はどう変わる」では，第６章の金融業全般の激変と関連して，一連
の大きな変容ぶりが描かれる。国内保険会社への「第３分野保険」（医療，がん保険な
ど）の解禁，銀行の保険窓販解禁と総合口座への参加，料率の自由化，少子高齢化，銀
行・投資信託のような隣接業界との競争，外資系の保険会社や郵便局のような新たな民
営会社との競争等がよく知られるところである。このような事業環境をめぐる大きい変
化に対応して，保険業界そのものも再編を余儀なくされる。わが国の生命保険・損害保
険各社の合併，経営統合，業務提携の動きが急なのはこのことを物語るものである。
そして，これから先の保険業界の姿を「さらなる再編（たとえば，合併，買収，生保
相互会社の株式会社への転換と統合）」「総合的な金融サービスによる競争」「販売チャ
ネルと保険商品の変貌」「付帯サービスの提供（示談代行サービス，無料電話相談サー
ビス，介護相談，先進医療病院紹介サービス，セカンドオピニオンサービスなど）」等
を説明しながら展望している。
第８章「情報・通信・放送産業はどう変わる」では，まず簡潔に「情報通信市場の現
状とその経済学的な課題」と「放送市場の現状とその経済学的な課題」との二つが概説
される。前者に関しては，「情報通信ネットワークの所有と利用の分離を通じて競争市
場を創造しようとした市場の“上下分離”政策は，1985年のＮＴＴ民営化政策とともに
始められ，多くの新規参入を促してきた」と認めた後，「今後携帯電話市場は，固定電
話，携帯電話，光ファイバー網を中心としたブロードバンドという“三位一体”の市場
の一部となり，これからはこうしたネットワークの下で，いかに付加価値の高いコンテ
ンツを供給できるかが問われることになるであろう」と説く。加えて，支配的事業者に
対する非対称的規制を含む公正な「競争ルールの創出」が必要だとされる。
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後者に関しては，デジタル化による「放送市場の構造的変化」と「質的変化」につい
て言及したあと，「公共放送」の必要とその効率性を高めるべきことにも触れている。
最後に，この二つの市場の「デジタル融合」問題に及び，「デジタル技術による市場
融合」と「ネットワーク産業」特性とを論じ，いかに今後コンテンツ拡充策を図れるか
が，デジタル融合市場の健全な育成には不可欠なこと，また，制度や政策が創造性への
インセンティブを抑制したり歪めたりすることのないよう見守る必要があるとする。
第 部「企業はどう変わる」は，全５章から成る。まず第９章「企業の経営戦略はど
う変わる」では，ゲーム理論的アプローチによる，「協調的資源配分メカニズムの下で
の戦略形成」問題の一例として，久保克行と斎藤卓爾の「叙勲の経済効果」を紹介しつ
つ，協調性を重んじた資源配分の様式が企業人の行動様式にどのような影響を与えたの
かを明らかにしようとする。また，後半では，「伝統堅持派」に対する「伝統破壊派」
の挑戦問題が取りあげられ，今日のような二つの派が「混在」しているような状態では
「市場の役割」の優位性と相俟って「破壊派」の方が圧倒的に有利な立場に立ちうると
説いている。
つづく「第10章」「顧客ベースのブランド・エクイティ構築モデル」は，K. L. Keller
によって説かれた「顧客ベースのブランド・エクイティ・ピラミッド（ＣＢＢＥ）モデ
ル」を紹介しつつ，その妥当性について検討し，そのモデルへの修正を図ることで日本
向けのモデルへの改良の可能なことを指摘している。
第11章「ニュー・アカウンティング・パラダイム」では，わが国の企業会計の焦眉の
課題とされている「会計の国際化」とそれに伴うニュー・アカウンティング実現のため
のパラダイムについて詳述している。そして，わが国の企業会計にかかわるニュー・ア
カウンティング・システムである「全面公正価値会計」が導入される環境は整っている
か否かについては異論もあろうが，すでに今日，その環境は整っているとみるべしと説
いている。知的財産情報を企業会計の俎上にのせることによるメリットも計り知れない
ことを考慮すれば，広い視点から客観的，かつ冷静にこの導入を検討する必要があると
する。
第12章「ＩＴによって経営がどう変わる」は，いわばＩＴがビジネスシステムの構造
にどう影響するのかを考えることである。今日の各種の事業構造がＩＴの存在を前提に
して作られ，あるいはＩＴの存在によって構造的な影響を受けているかぎり，「経営学
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としてのＩＴ研究」は欠かせない。このような問題意識の下でＩＴが事業構造に与える
影響を「物理市場と空間市場」「空間市場化とビジネスプレイヤーの分離」を述べた
後，ウォルマートをケースとしてそこにおける「資源―活動」複合体のループ構造の構
築と，他社では模倣困難な「ＩＴ・活動複合体」の創出を指摘し，ＩＴ活用による持続
的競争優位性を説明している。
第13章「リアルオプション」では，「オプション」そのものが説明された後，「リアル
オプション」について，「ファイナンシャルオプション」と比較しつつ，その特徴が明
らかにされる。ただ，「リアルオプション」では，使用できる価格情報等データが乏し
く，その実用化はなかなかであったが，近年では，商品市場も整備され，取引も活発化
し，企業間でもＲＯＡ（純資産利益率）分析も広がった結果，多くの事業計画に適用で
きる素地は整いつつあるとし，将来のリアルオプションの利用の拡大に期待をかけてい
る。
第 部「政府はどう変わる」は，二つの章から成っている。まず，第14章，「福祉国
家の動揺とこれからの行方」では，わが国の「福祉国家体制」は，いまどのような状況
にあるのか，今後どのような方向に向かおうとしているのかが，主として「社会保障」
の動向を軸に検討されている。
いま，福祉国家体制は，「経済のグローバル化」をはじめ，「少子高齢化」さらには
「家族形態の変化や個人化の動き」等々を背景に大きく揺れている。わが国もそれらの
影響の下で，「社会保障改革」を余儀なくされている。本章では，データを用いながら，
「公的年金制度の改革」「医療制度の改革」「混合診療の解禁をめぐる攻防」が，わかり
やすく説明されている。そして，最後に，正直にこう書く「わが国の福祉国家体制は，
大きく揺らいでおり，一連の変化に対応するために企図されている社会保障改革は，い
ずれの制度においても，その方向は明確でなく，スムーズに進んでいるとはいえない」
「国家ないし中央政府の役割が後退していくことだけは確か」だろう。それに代って，
「地域社会，ＮＰＯなどの非営利団体，営利団体等がミックスした福祉社会の到来」が
叫ばれるが，事実はそれ程簡単ではない。これまで国家が担ってきた役割や費用を考え
ると，福祉水準の低下なしに，「福祉ミックスした社会」を作りあげることは至難の業
であろう。また，「たとえそのような福祉社会が出現したとしても，その内実はさまざ
まであり，その社会が真に好ましいものであるかどうかは全く予想できない」と。
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第15章「規制改革と排出権取引市場」では，主として「規制政策」とりわけ「規制代
替策」の問題が取りあげられる。「規制政策」が本来公共の利益を実現するための政策
手段であることを考えれば「規制」に代わる多様な政策手段が存在して当然だし，それ
らを模索することこそ重要なはずである。それゆえ，「規制代替策」とは，従来の規制
政策に取って代わる手段であり，一般に大きく「従来の規制政策を改善するもの」と
「非規制政策的な代替手段」の二つに分けられる。本章では，ＯＥＣＤの報告書などに
みられるアプローチを参照しつつ，「規制代替策」にはいかなる種類が存するのか，ま
た，それらの活用状況（ＯＥＣＤ28ヶ国での）はどうかが概観され，ついで，特に環境
分野において，それが特に発展をみているとされ，そこでの有力な規制代替策である
「排出権取引」の意義が考察，評価される。
最後に，わが国でも早急に規制代替策の開発や創設に力を注ぐべきことが強調され，
その活用可能な領域は広いことが説かれる。なかでも，今後期待される「取引可能な許
認可（権）ないしライセンス」の市場化（取引市場の創設）が急務なことが主張され
る。
以上，全４部，全15編から成る本書を読了して，当初にみた本書の意図はおおむね成
功しているとの印象をもった。冒頭の「はしがき」にもあった「学問の専門化・細分化
が進むなかで，商学部の専門５系列間の，また商研と他の系列独立大学院との間の学問
状況を相互に確認する場」，「系列間の総合研究の可能性を探る」という意図は実ったと
いいうるのではなかろうか。多岐に亘る各章の論文の基底にはこのような共通認識があ
ることは理解できたような気が率直にしたのである。
本書は，また，アカデミズムからビジネス界で活躍する人々への早稲田大学からする
メッセージの発信という点でも，また，成功していると思われる。専門的で，しかも新
しい内容のものを読みやすく，平易な文章で書くということは容易ではないが，全体と
して，執筆者たちがそのような心がけをもって書いていることは随処に感じられるとこ
ろがあった。
さらに，本書が日本経済の持続可能性を「マクロ経済」「産業」「企業」および「政
府」という四つの視点から捉え，本書の大きな四つの部としたことは，早稲田大学の商
63
63
川辺信雄，嶋村絋輝，山本哲三，早稲田大学商学部産業経営研究会（編著）
『成長の持続可能性―― 2015年の日本経済――』（東洋経済新報社，2005年）
学部と大学院商学研究科のかかえる多彩な陣容を包括するうえで，なかなかユニークで
あるだけでなく，一つの書物としての均衡もとれており，編集者の努力を多とするもの
である。
学部100年という伝統の中に一貫して社会・経済をみる「実際的アプローチ」が流れ
ているという。「はしがき」や「末尾」の鳥羽欽一郎氏の一文にも「実学精神」とあ
る。多岐に亘る分野に豊富な陣容を誇る早稲田大学商学部がこれからの新しい100年を
めざしてこの精神の下，一層の研鑽を積み，精進されんことを期待してやまない。
